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「超スマート社会の構築に繋がる革新的材料創出に向けた 
光・量子ビーム応用技術調査専門委員会」 

設置趣意書 

光・量子デバイス技術委員会

１． 目的

 我々が目指す IoT 社会、Society5.0 といった超スマート社会の構築のために、電子デバイスにおけ

るムーアの法則を凌駕し、トリリオンセンサー、スマートダストのような未来技術を実現・実装するた

めの超高速・超極微・超高集積・超多機能デバイスの開発に繋がる革新的機能を有する新たな物質・材

料の創出が切望されている。物質・材料の構造をナノレベルにて精密に制御することは、そうした革新

的な機能をもつ物質・材料創出の鍵を握ると考えられている。先端的な光・量子ビーム技術は、ナノ領

域の微細計測および物質変換・加工などにおいて高い威力を発揮する。こうした技術を化学的、物理

的、生物学的な物質・材料生産及び分析・解析技術と融合することができれば、現状よりも一段高いレ

ベルでの構造・機能・反応のデザインが可能になると期待される。言い換えると、先端的な光・量子ビ

ーム技術と各々の最先端技術の融合により、革新的な高機能物質・材料の創出が可能になると期待さ

れる。

 こうした背景より、本調査専門委員会は、物理、化学、生物、材料工学といった幅広い先端分野か

ら、広い視野を持つ専門家が集まることで、先端的光・量子ビームを核とした、革新的物質・材料創製

に向けた、独創的な方法論を創出することを目指す。物質の組織・構造を、原子・分子レベルの精度で

制御し、それにより、超スマート社会の構築に不可欠な超高速・超極微・超高集積・超多機能なデバイ

スに繋がる革新的物質・材料の創出を可能にするための、分野横断的かつ学際性の高い調査研究を進

める。異分野の研究者が一同に会し、積極的な議論を行うことで、各分野の最先端技術に対する共通認

識を深めるとともに、分野横断的共同研究を推進するための協力体制の構築を図りたい。

２． 背景および内外機関における調査活動

 世界が目指す超スマート社会の実現に向けて、日本はソフトウェアや情報システムの構築で各国に

後れを取り、IoT や AI において後進国と言われている。その現状は日本の経済にも影響し、昨今の

日本の学術レベルや科学技術の低下にも繋がる問題である。しかしここにきて、ソフトウェアや情報

システムの成長は頭打ちとなり減退期に突入した。そこで次に必要となるのが、超スマート社会を根

底から支えるハードウェア、デバイスの社会実装である。電子デバイス産業において日本はこれまで

世界を牽引してきており、特にセンサー市場においては未だ 50％以上を占めている。ここで日本が

超スマート社会の構築においてこれまでの後れを取り返し、再び世界を牽引する立場になるには、画

期的な次世代デバイスの開発と、その核となる革新的材料創出が極めて重要なミッションであること

は言うまでもない。そうした背景より、革新的物質・材料創製に貢献しうる、先端的光・量子ビーム

とそれらを用いた応用技術に関して調査を行うことは非常に重要である。国内においては電気学会を

始め、化学系、物理系、生物系、医薬学系の各学会において、個々の細分化された技術の調査研究が

散見される。電気学会で既に設置されているナノ材料関連の調査専門委員会では、個別のテーマに限

定した調査が行われてきたが、単に網羅的というだけではなく、体系的・総合的な視野に立つ専門委

員会は、本委員会以外には設置されてはいない。加えて海外の主要な学会においても、本委員会のよ

うな、光・量子ビーム技術を１つの融合分野とするための調査活動はこれからの課題となっている。

３． 調査検討事項

（１） 光・量子ビームを応用した革新的デバイス・材料創出技術の調査。またこの分野の基盤となる

理論・シミュレーション技術の調査。

（２） 化学的および生物学的方法論と、光・量子ビームを応用した新規デバイス技術の融合化につい

ての関連技術調査。

（３） 光・量子ビームを用いた革新的デバイス・材料の高機能計測およびその関連技術の調査。

（４） （1）～（3）を踏まえ、光・量子ビームと化学的および生物学的方法論の融合（共同研究）に

よる、革新的材料の創成とそれに基づく新規光・量子デバイス開発の可能性の探索。
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４． 予想される効果

 各分野にて中心的かつ先端的な研究を行っている視野の広い研究者が委員となり、上記の調査を進

めることで、各研究領域間の有機的な融合を図る。こうした取り組みによって、光・量子ビーム技術の

革新的デバイス・材料創製技術への応用の可能性を、体系的に捉えることが可能となる。加えて、こう

して創出される新物質は、分野横断的な研究によって初めて具現化されるものであるため、新たな学

術の確立にも繋がると予想される。それだけではなく、こうした研究に関わる新たな人材が育成され

ることも期待出来る。将来的には、本委員会での調査結果から創出される新しい物質・材料に関するコ

ンセプトを基盤とした科学技術が発展し、産業が振興することで、あるべき社会像が明確になる。

５． 調査期間

 令和元年（２０１９年）６月 ― 令和３年（２０２１年）５月 

６．活動予定

 

 

委員会３回／年、研究会１回／年

７．報告形態

  研究会ならびに電気学会論文誌 C 部門特集号をもって報告とする 
以上 




